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年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

 平     成     ２５     年     度 

現  年  度  分 過  年  度  分 計

１  法人県民税 事務所別調定額調

現  年  度  分 過  年  度  分 計

平     成     ２６     年     度 

現  年  度  分 過  年  度  分 計

 平     成     ２７     年     度 



年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

 平     成     ２５     年     度 

現  年  度  分 過  年  度  分 計

１  法人県民税 事務所別調定額調

現  年  度  分 過  年  度  分 計

平     成     ２６     年     度 

現  年  度  分 過  年  度  分 計

 平     成     ２７     年     度 
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年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

 平     成     ２９     年     度 

 平     成     ２８     年     度 

計

現  年  度  分 過  年  度  分 計

現  年  度  分 過  年  度  分

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

  （注）本表の数値は年計報告書の数値である。

２  法人事業税 事務所別調定額調

平     成     ２５     年     度

平     成     ２６     年     度

平     成     ２７     年     度
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年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

年    度

区    分

事務所 　種別 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割 均  等  割 法 人 税 割

円 円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

合    計

 平     成     ２９     年     度 

 平     成     ２８     年     度 

計

現  年  度  分 過  年  度  分 計

現  年  度  分 過  年  度  分

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

  （注）本表の数値は年計報告書の数値である。

２  法人事業税 事務所別調定額調

平     成     ２５     年     度

平     成     ２６     年     度

平     成     ２７     年     度
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年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

平     成     ２８     年     度

平     成     ２９     年     度

年度
事務所　　区分 普 通 法 人 その他の法人 計 普 通 法 人 その他の法人 計

博　　多
東 福 岡
西 福 岡
筑    紫
北九州東
北九州西
飯塚・直方
久 留 米

合    計

年度
事務所　　区分 普 通 法 人 その他の法人 計 普 通 法 人 その他の法人 計

博　　多
東 福 岡
西 福 岡
筑    紫
北九州東
北九州西
飯塚・直方
久 留 米

合    計

年度
事務所　　区分 普 通 法 人 その他の法人 計

博　　多
東 福 岡
西 福 岡
筑    紫
北九州東
北九州西
飯塚・直方
久 留 米

合    計

平   成   ２５   年   度

平   成   ２７   年   度

平   成   ２６   年   度

平   成   ２８   年   度

平   成   ２９   年   度

３  法人数に関する調
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年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

年    度

事務所　 区分 特 別 法 人 普 通 法 人 収入金課税法人 その他の法人 計

円 円 円 円 円

博    多

東 福 岡

西 福 岡

筑    紫

北九州東

北九州西

飯塚・直方

久 留 米

現年度計

過年度計

合    計

平     成     ２８     年     度

平     成     ２９     年     度

年度
事務所　　区分 普 通 法 人 その他の法人 計 普 通 法 人 その他の法人 計

博　　多
東 福 岡
西 福 岡
筑    紫
北九州東
北九州西
飯塚・直方
久 留 米

合    計

年度
事務所　　区分 普 通 法 人 その他の法人 計 普 通 法 人 その他の法人 計

博　　多
東 福 岡
西 福 岡
筑    紫
北九州東
北九州西
飯塚・直方
久 留 米

合    計

年度
事務所　　区分 普 通 法 人 その他の法人 計

博　　多
東 福 岡
西 福 岡
筑    紫
北九州東
北九州西
飯塚・直方
久 留 米

合    計

平   成   ２５   年   度

平   成   ２７   年   度

平   成   ２６   年   度

平   成   ２８   年   度

平   成   ２９   年   度

３  法人数に関する調
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人  員 税    額 人  員 税    額 人  員 税    額

人 円 人 円 人 円

 東  福  岡
福    岡    市
宗    像    市
古    賀    市
福　　津　　市
宇　　美    町
篠    栗    町
志    免    町
須    恵    町
新    宮    町
久    山    町
粕    屋    町

 西  福  岡
糸　　島　　市

 筑      紫
筑  紫  野  市
春    日    市
大  野  城  市
太  宰  府  市
那  珂  川  町

 北　九　州　東
北  九  州  市
行    橋    市
豊    前    市
苅    田    町
み  や  こ　町
吉    富    町
上    毛    町
築    上    町

 北　 九  州　西
中    間    市
芦    屋    町
水    巻    町
岡    垣    町
遠    賀    町

 飯 塚 ・ 直 方
直    方    市
飯    塚    市
田    川    市
宮    若    市
嘉    麻    市
小    竹    町
鞍    手    町
桂    川    町
香    春    町
添    田    町
糸    田    町
川    崎    町
大    任    町
赤 　        村
福    智    町

 久　留　米
大  牟  田  市
久  留  米  市
柳    川    市
八    女    市
筑    後    市
大    川    市
小    郡    市
う　き　は　市
朝    倉    市
み  や  ま  市
筑    前    町
東　　峰　　村
大  刀  洗  町
大    木    町
広    川    町

合           計

４ 　個人県民税　課税額調　　

区      分
平成26年度平成25年度 平成27年度

 東  福  岡
福    岡    市
宗    像    市
古    賀    市
福　　津　　市
宇　　美    町
篠    栗    町
志    免    町
須    恵    町
新    宮    町
久    山    町
粕    屋    町

 西  福  岡
糸　　島　　市

 筑      紫
筑  紫  野  市
春    日    市
大  野  城  市
太  宰  府  市
那  珂  川  町

 北　九　州　東
北  九  州  市
行    橋    市
豊    前    市
苅    田    町
み  や  こ　町
吉    富    町
上    毛    町
築    上    町

 北　 九  州　西
中    間    市
芦    屋    町
水    巻    町
岡    垣    町
遠    賀    町

 飯 塚 ・ 直 方
直    方    市
飯    塚    市
田    川    市
宮    若    市
嘉    麻    市
小    竹    町
鞍    手    町
桂    川    町
香    春    町
添    田    町
糸    田    町
川    崎    町
大    任    町
赤 　        村
福    智    町

 久　留　米
大  牟  田  市
久  留  米  市
柳    川    市
八    女    市
筑    後    市
大    川    市
小    郡    市
う　き　は　市
朝    倉    市
み  や  ま  市
筑    前    町
東　　峰　　村
大  刀  洗  町
大    木    町
広    川    町

合           計

４ 　個人県民税　課税額調　　

区      分
人  員 税    額 人  員 税    額

人 円 人 円

平成29年度平成28年度
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 東  福  岡
福    岡    市
宗    像    市
古    賀    市
福　　津　　市
宇　　美    町
篠    栗    町
志    免    町
須    恵    町
新    宮    町
久    山    町
粕    屋    町

 西  福  岡
糸　　島　　市

 筑      紫
筑  紫  野  市
春    日    市
大  野  城  市
太  宰  府  市
那  珂  川  町

 北　九　州　東
北  九  州  市
行    橋    市
豊    前    市
苅    田    町
み  や  こ　町
吉    富    町
上    毛    町
築    上    町

 北　 九  州　西
中    間    市
芦    屋    町
水    巻    町
岡    垣    町
遠    賀    町

 飯 塚 ・ 直 方
直    方    市
飯    塚    市
田    川    市
宮    若    市
嘉    麻    市
小    竹    町
鞍    手    町
桂    川    町
香    春    町
添    田    町
糸    田    町
川    崎    町
大    任    町
赤 　        村
福    智    町

 久　留　米
大  牟  田  市
久  留  米  市
柳    川    市
八    女    市
筑    後    市
大    川    市
小    郡    市
う　き　は　市
朝    倉    市
み  や  ま  市
筑    前    町
東　　峰　　村
大  刀  洗  町
大    木    町
広    川    町

合           計

４ 　個人県民税　課税額調　　

区      分
人  員 税    額 人  員 税    額

人 円 人 円

平成29年度平成28年度
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  給与所得者の標準世帯（夫婦子供２人（高校３年生、中学３年生））

 区       分 平成23年分 平成24年分 平成25年分

基 礎 控 除

配 偶 者 控 除

所
（注２） （注２） （注２）

扶 養 控 除

社 会 保 険 料 控 除

得

給 与 所 得 控 除

計 （課税最低限）

税

・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料

 　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1

備       　考 　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て）

・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除

 　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000

　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て）

 区       分 平成23年度分 平成24年度分 平成25年度分

基 礎 控 除

配 偶 者 控 除

住
（注１） （注２） （注２）

扶 養 控 除

社 会 保 険 料 控 除

民

給 与 所 得 控 除

計 （課税最低限）

税
・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料
 　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1

備       　考 ・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除
 　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000

５　課 税 最 低 限 （ 収 入 ） 
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  給与所得者の標準世帯（夫婦子供２人（高校３年生、中学３年生））

 区       分 平成23年分 平成24年分 平成25年分

基 礎 控 除

配 偶 者 控 除

所
（注２） （注２） （注２）

扶 養 控 除

社 会 保 険 料 控 除

得

給 与 所 得 控 除

計 （課税最低限）

税

・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料

 　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1

備       　考 　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て）

・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除

 　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000

　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て）

 区       分 平成23年度分 平成24年度分 平成25年度分

基 礎 控 除

配 偶 者 控 除

住
（注１） （注２） （注２）

扶 養 控 除

社 会 保 険 料 控 除

民

給 与 所 得 控 除

計 （課税最低限）

税
・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料
 　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1

備       　考 ・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除
 　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000

５　課 税 最 低 限 （ 収 入 ） 

　収入Ｘ

　Ｘ－（基＋配＋扶×２＋給与所得控除＋社会保険料）＝0

（単位：円）

平成26年分 平成27年分 平成28年分 平成29年分 平成30年分

（注２） （注２） （注２） （注２） （注２）

・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料

 　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1

　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て）

・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除

 　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000

　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て） 　　　　（千円未満切捨て）

平成26年度分 平成27年度分 平成28年度分 平成29年度分 平成30年度分

（注２） （注２） （注２） （注２） （注２）

・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料 ・社会保険料
 　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1  　収入金額×0.1
・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除 ・給与所得控除
 　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000  　収入×0.3＋180,000

注１：扶養親族２人のうち１人について特定扶養親族（年齢16歳以上23歳未満）に係る扶養控除額の加算の適用がある場合

注２：平成22年度税制改正で、年齢16歳以上19歳未満の特定扶養控除の上乗せ部分廃止。また、年少扶養親族（年齢15歳以下）に

　 　　係る扶養控除廃止。（所得税は平成23年分から、住民税は平成24年度分から適用）
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区 分

人          員 所 得 金 額 人          員 所 得 金 額

人 千円 人 千円

300万円以下のもの 300万円以下のもの

第

300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの

１

400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの

種

500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの

事

700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

業

1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの

小 計

300万円以下のもの 300万円以下のもの

第

300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの

種

500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの

事

700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

業

1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの

小 計

300万円以下のもの 300万円以下のもの

第

300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの

種

500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの

事

700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

業

1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの

小 計

合 計

   （注）本表の数値は８月３１日現在における現年課税分の数値である。

６　個人事業税　所得階層別所得金額調

平  成  26  年  度平  成  25  年  度

人          員 所 得 金 額 人          員 所 得 金 額 人          員 所 得 金 額

人 千円 人 千円 人 千円

300万円以下のもの 300万円以下のもの 300万円以下のもの

300万円を超え 300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの 500万円以下のもの

500万円を超え 500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの 700万円以下のもの

700万円を超え 700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

1,000万円を超える 1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの もの

300万円以下のもの 300万円以下のもの 300万円以下のもの

300万円を超え 300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの 500万円以下のもの

500万円を超え 500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの 700万円以下のもの

700万円を超え 700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

1,000万円を超える 1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの もの

300万円以下のもの 300万円以下のもの 300万円以下のもの

300万円を超え 300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの 500万円以下のもの

500万円を超え 500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの 700万円以下のもの

700万円を超え 700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

1,000万円を超える 1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの もの

平  成  29  年  度平  成  28  年  度平  成  27  年  度
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区 分

人          員 所 得 金 額 人          員 所 得 金 額

人 千円 人 千円

300万円以下のもの 300万円以下のもの

第

300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの

１

400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの

種

500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの

事

700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

業

1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの

小 計

300万円以下のもの 300万円以下のもの

第

300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの

種

500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの

事

700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

業

1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの

小 計

300万円以下のもの 300万円以下のもの

第

300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの

種

500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの

事

700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

業

1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの

小 計

合 計

   （注）本表の数値は８月３１日現在における現年課税分の数値である。

６　個人事業税　所得階層別所得金額調

平  成  26  年  度平  成  25  年  度

人          員 所 得 金 額 人          員 所 得 金 額 人          員 所 得 金 額

人 千円 人 千円 人 千円

300万円以下のもの 300万円以下のもの 300万円以下のもの

300万円を超え 300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの 500万円以下のもの

500万円を超え 500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの 700万円以下のもの

700万円を超え 700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

1,000万円を超える 1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの もの

300万円以下のもの 300万円以下のもの 300万円以下のもの

300万円を超え 300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの 500万円以下のもの

500万円を超え 500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの 700万円以下のもの

700万円を超え 700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

1,000万円を超える 1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの もの

300万円以下のもの 300万円以下のもの 300万円以下のもの

300万円を超え 300万円を超え 300万円を超え

400万円以下のもの 400万円以下のもの 400万円以下のもの

400万円を超え 400万円を超え 400万円を超え

500万円以下のもの 500万円以下のもの 500万円以下のもの

500万円を超え 500万円を超え 500万円を超え

700万円以下のもの 700万円以下のもの 700万円以下のもの

700万円を超え 700万円を超え 700万円を超え

1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの 1,000万円以下のもの

1,000万円を超える 1,000万円を超える 1,000万円を超える

もの もの もの

平  成  29  年  度平  成  28  年  度平  成  27  年  度

75第４　課税標準等



区 分 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額
人 千円 人 千円

 第１種事業
物 品 販 売 業
金 銭 貸 付 業
不 動 産 売 買 業
周 旋 業
不 動 産 貸 付 業
製 造 業
運 送 業
運 送 取 扱 業
船舶 てい けい 場業
倉 庫 業
駐 車 場 業
請 負 業
印 刷 業
出 版 業
席 貸 業
旅 館 業
料 理 店 業
飲 食 店 業
演 劇 興 行 業
遊 技 場 業
物 品 貸 付 業
電 気 供 給 業
土 石 採 取 業
電 気 通 信 事 業
写 真 業
代 理 業
仲 立 業
問 屋 業
両 替 業
公 衆 浴 場 業
遊 覧 所 業
商 品 取 引 業
広 告 業
興 信 所 業
案 内 業
冠 婚 葬 祭 業
保 険 業

小 計
　（注）本表の数値は８月３１日現在における現年課税分の数値である。

７　個人事業税　業態別所得金額調

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額

人 千円 人 千円 人 千円

平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 平 成 29 年 度
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区 分 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額
人 千円 人 千円

 第１種事業
物 品 販 売 業
金 銭 貸 付 業
不 動 産 売 買 業
周 旋 業
不 動 産 貸 付 業
製 造 業
運 送 業
運 送 取 扱 業
船舶 てい けい 場業
倉 庫 業
駐 車 場 業
請 負 業
印 刷 業
出 版 業
席 貸 業
旅 館 業
料 理 店 業
飲 食 店 業
演 劇 興 行 業
遊 技 場 業
物 品 貸 付 業
電 気 供 給 業
土 石 採 取 業
電 気 通 信 事 業
写 真 業
代 理 業
仲 立 業
問 屋 業
両 替 業
公 衆 浴 場 業
遊 覧 所 業
商 品 取 引 業
広 告 業
興 信 所 業
案 内 業
冠 婚 葬 祭 業
保 険 業

小 計
　（注）本表の数値は８月３１日現在における現年課税分の数値である。

７　個人事業税　業態別所得金額調

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額

人 千円 人 千円 人 千円

平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 平 成 29 年 度
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区 分 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額
人 千円 人 千円

 第２種事業
畜 産 業
水 産 業
薪 炭 製 造 業

小 計

 第３種事業
医 業
歯 科 医 業
薬 剤 師 業
獣 医 業
歯 科 衛 生 士 業
歯 科 技 工 士 業
弁 護 士 業
司 法 書 士 業
行 政 書 士 業
公 証 人 業
弁 理 士 業
税 理 士 業
公 認 会 計 士 業
計 理 士 業
コ ン サ ル タ ン ト 業
土 地 家 屋 調 査 士 業
海 事 代 理 士 業
公 衆 浴 場 業
美 容 業
理 容 業
ク リ ー ニ ン グ 業
測 量 士 業
設 計 監 督 者 業
不 動 産 鑑 定 業
デ ザ イ ン 業
諸 芸 師 匠 業
印 刷 製 版 業
あん摩、マッサージ 又は

指圧、はり、きゅう、柔道整復

その他の医業に類する事業
装 蹄 師 業
社 会 保 険 労 務 士 業

小 計

合 計

平 成 26 年 度平 成 25 年 度
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区 分 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額
人 千円 人 千円

 第２種事業
畜 産 業
水 産 業
薪 炭 製 造 業

小 計

 第３種事業
医 業
歯 科 医 業
薬 剤 師 業
獣 医 業
歯 科 衛 生 士 業
歯 科 技 工 士 業
弁 護 士 業
司 法 書 士 業
行 政 書 士 業
公 証 人 業
弁 理 士 業
税 理 士 業
公 認 会 計 士 業
計 理 士 業
コ ン サ ル タ ン ト 業
土 地 家 屋 調 査 士 業
海 事 代 理 士 業
公 衆 浴 場 業
美 容 業
理 容 業
ク リ ー ニ ン グ 業
測 量 士 業
設 計 監 督 者 業
不 動 産 鑑 定 業
デ ザ イ ン 業
諸 芸 師 匠 業
印 刷 製 版 業
あん摩、マッサージ 又は

指圧、はり、きゅう、柔道整復

その他の医業に類する事業
装 蹄 師 業
社 会 保 険 労 務 士 業

小 計

合 計

平 成 26 年 度平 成 25 年 度
人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額 人  員 所 得 金 額

人 千円 人 千円 人 千円

平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 平 成 29 年 度
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家       屋 土       地
建    築 移    転     埋 立 地        移    転

事 年
務 件 数 税    額 件 数 税    額 件数 税    額 件 数 税    額 件 数 税    額
所 度

円 円 円 円 円

北
九
州
東

北
九
州
西

飯
塚
・
直
方

久
留
米

合
　
計

区分 計

８　不動産取得税調定状況調

筑
　
紫

博
　
多

東
福
岡

西
福
岡
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家       屋 土       地
建    築 移    転     埋 立 地        移    転

事 年
務 件 数 税    額 件 数 税    額 件数 税    額 件 数 税    額 件 数 税    額
所 度

円 円 円 円 円

北
九
州
東

北
九
州
西

飯
塚
・
直
方

久
留
米

合
　
計

区分 計

８　不動産取得税調定状況調

筑
　
紫

博
　
多

東
福
岡

西
福
岡

平  成  ２５  年  度
    区       分 課 税 標 準 本 数 税        額

本 円
 受  渡  し  等  ①
控 課  税  免  除
除 返  還  控  除
分 合      計  ②

 差     引   ①－②

平  成  ２６  年  度
    区       分 課 税 標 準 本 数 税        額

本 円
 受  渡  し  等  ①
控 課  税  免  除
除 返  還  控  除
分 合      計  ②

 差     引   ①－②

平  成  ２７  年  度
    区       分 課 税 標 準 本 数 税        額

本 円
 受  渡  し  等  ①
控 課  税  免  除
除 返  還  控  除
分 合      計  ②

 差     引   ①－②

平  成  ２８  年  度
    区       分 課 税 標 準 本 数 税        額

本 円
 受  渡  し  等  ①
控 課  税  免  除
除 返  還  控  除
分 合      計  ②

 差     引   ①－②

平  成  ２９  年  度
    区       分 課 税 標 準 本 数 税        額

本 円
 受  渡  し  等  ①
控 課  税  免  除
除 返  還  控  除
分 合      計  ②

 差     引   ①－②

９　県たばこ税課税標準額調
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年  度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

  区  分

施   設   数   

 課 税 標 準 (人)

 税       額 (円)

１０　ゴルフ場利用税課税標準調

  区分

年度 鉱区数 鉱区面積 税 額 鉱区数 鉱区面積 税 額 鉱区数 鉱区面積 税 額
百アール 千円 百アール 千円 百アール 千円

  区分

年度 鉱区数 河床の延長 税 額 鉱区数 鉱区面積 税 額
千メートル 千円 百アール 千円

河    床    鉱    区
合　　  　　計

１２　鉱区税課税標準調

試   掘   鉱   区 採   掘   鉱   区 砂     鉱     区
河 床 で な い 鉱 区

砂     鉱     区

区分

年度 台   数 千分比 台   数 千分比 台   数 千分比 台  数 千分比
ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ

区分

年度 台  数 千分比 台   数 千分比
ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ 千円 円

三 輪 小 型 車
税   額 １台当たりの税額

乗  用  車 ト ラ ッ ク 特 種 用 途 車

１１ 自動車税課税標準調

バ    ス

合    計
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  区分

年度 鉱区数 鉱区面積 税 額 鉱区数 鉱区面積 税 額 鉱区数 鉱区面積 税 額
百アール 千円 百アール 千円 百アール 千円

  区分

年度 鉱区数 河床の延長 税 額 鉱区数 鉱区面積 税 額
千メートル 千円 百アール 千円

河    床    鉱    区
合　　  　　計

１２　鉱区税課税標準調

試   掘   鉱   区 採   掘   鉱   区 砂     鉱     区
河 床 で な い 鉱 区

砂     鉱     区

区分

年度 台   数 千分比 台   数 千分比 台   数 千分比 台  数 千分比
ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ

区分

年度 台  数 千分比 台   数 千分比
ﾊﾟｰﾐﾙ ﾊﾟｰﾐﾙ 千円 円

三 輪 小 型 車
税   額 １台当たりの税額

乗  用  車 ト ラ ッ ク 特 種 用 途 車

１１ 自動車税課税標準調

バ    ス

合    計
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（１）新車に関する調

区分

年度 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比

区分
課税標準額 １台当たりの

年度 台数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 課税標準額　
千円 千円

（２）中古車に関する調

区分

年度 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比

区分
課税標準額 １台当たりの

年度 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 課税標準額　
千円 千円

バ 　　  ス 軽自動車 合計

バ   　　ス 軽自動車 合計

普通乗用車 小型乗用車

特種用途車

トラック

普通乗用車 小型乗用車 トラック

１３　自動車取得税課税標準調

特種用途車

区　　分 徴収義 徴収義
務者数 課税標準量 税     額 務者数 課税標準量 税     額

㍑ 円 ㍑ 円
 4　　月
 5　　月
 6　　月
 7　　月
 8　　月
 9　　月
10　  月
11  　月
12  　月
 1　　月
 2　　月
 3　　月

合　　計

区　　分 徴収義 徴収義
務者数 課税標準量 税     額 務者数 課税標準量 税     額

㍑ 円 ㍑ 円
 4　　月
 5　　月
 6　　月
 7　　月
 8　　月
 9　　月
10　  月
11  　月
12  　月
 1　　月
 2　　月
 3　　月

合　　計

区　　分 徴収義
務者数 課税標準量 税     額

㍑ 円
 4　　月
 5　　月
 6　　月
 7　　月
 8　　月
 9　　月
10　  月
11  　月
12  　月
 1　　月
 2　　月
 3　　月

合　　計

平 成 29 年 度

平 成 28 年 度平 成 27 年 度

１４　軽油引取税月別課税標準量調

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度

84 第４　課税標準等



（１）新車に関する調

区分

年度 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比

区分
課税標準額 １台当たりの

年度 台数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 課税標準額　
千円 千円

（２）中古車に関する調

区分

年度 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比

区分
課税標準額 １台当たりの

年度 台  数 千分比 台  数 千分比 台  数 千分比 課税標準額　
千円 千円

バ 　　  ス 軽自動車 合計

バ   　　ス 軽自動車 合計

普通乗用車 小型乗用車

特種用途車

トラック

普通乗用車 小型乗用車 トラック

１３　自動車取得税課税標準調

特種用途車

区　　分 徴収義 徴収義
務者数 課税標準量 税     額 務者数 課税標準量 税     額

㍑ 円 ㍑ 円
 4　　月
 5　　月
 6　　月
 7　　月
 8　　月
 9　　月
10　  月
11  　月
12  　月
 1　　月
 2　　月
 3　　月

合　　計

区　　分 徴収義 徴収義
務者数 課税標準量 税     額 務者数 課税標準量 税     額

㍑ 円 ㍑ 円
 4　　月
 5　　月
 6　　月
 7　　月
 8　　月
 9　　月
10　  月
11  　月
12  　月
 1　　月
 2　　月
 3　　月

合　　計

区　　分 徴収義
務者数 課税標準量 税     額

㍑ 円
 4　　月
 5　　月
 6　　月
 7　　月
 8　　月
 9　　月
10　  月
11  　月
12  　月
 1　　月
 2　　月
 3　　月

合　　計

平 成 29 年 度

平 成 28 年 度平 成 27 年 度

１４　軽油引取税月別課税標準量調

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
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年

件　数 人員構成 税額構成
度 （千分比） （千分比）

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 4,100円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

１５　狩猟税課税標準調

調　定　税　額

狩   猟   税
区　　　　　　　　　分

年

件　数 人員構成 税額構成
度 （千分比） （千分比）

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 4,100円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 4,100円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

調　定　税　額
区　　　　　　　　　分

狩   猟   税
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年

件　数 人員構成 税額構成
度 （千分比） （千分比）

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条第1号に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 4,100円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

１５　狩猟税課税標準調

調　定　税　額

狩   猟   税
区　　　　　　　　　分

年

件　数 人員構成 税額構成
度 （千分比） （千分比）

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 4,100円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

法第700条の52第1号に該当するもの (16,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 8,200円)

法第700条の52第2号に該当するもの (11,000円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 5,500円)

法第700条の52第3号に該当するもの ( 8,200円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 4,100円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 4,100円)

法第700条の52第4号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

法第700条の52第5号に該当するもの ( 5,500円)

うち法附則第32条の2第1項に該当するもの ( 2,700円)

うち法附則第32条の2第2項に該当するもの ( 2,700円)

合　　　　　　計

調　定　税　額
区　　　　　　　　　分

狩   猟   税

87第４　課税標準等



区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

（注）１．事業者数、施設数は２月末日現在。
　　　２．（　）内は事業者の実数である。

事  業  者  数 

事  業  者  数 施  設  数

事  業  者  数 施  設  数

施  設  数

平　成　２９　年　度

１６　産業廃棄物税課税標準調

平　成　２８　年　度

平　成　２７　年　度

事  業  者  数 施  設  数

平　成　２６　年　度

事  業  者  数 施  設  数

平　成　２５　年　度
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